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(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 135,174 1.5 291 △94.8 36 △99.3 31 △99.1

18年９月中間期 133,181 △4.1 5,577 14.3 5,481 12.3 3,414 101.0

19年３月期 270,163 － 7,209 － 6,944 － 4,233 －

 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 

  円 銭 円 銭

19年９月中間期 893 74 －

18年９月中間期 95,383 98 －

19年３月期 118,244 45 －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 △28百万円 18年９月中間期 43百万円 19年３月期 58百万円

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 1,060,864 66,211 6.2 1,849,374 08

18年９月中間期 1,029,916 66,004 6.4 1,843,692 00

19年３月期 1,100,081 66,637 6.1 1,861,392 83

（参考）自己資本 19年９月中間期 66,207百万円 18年９月中間期 66,004百万円 19年３月期 66,637百万円

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による

キャッシュ・フロー 
財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 39,818 △7,977 △33,593 45,369

18年９月中間期 △20,152 △240 32,400 83,294

19年３月期 △106,888 △2,546 85,261 47,148

  １株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

  円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期   － 15,000 00 15,000 00

20年３月期   － －    
20年３月期（予想） － 15,000 00 15,000 00

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 271,410 0.5 2,036 △71.8 1,286 △81.5 628 △85.2 17,541 90
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４．その他 

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無 

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無 

② ①以外の変更        無 

(3）発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、38ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 

（参考）個別業績の概要 

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

(2）個別財政状態 

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

（％表示は対前期増減率）

           

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 35,800株 18年９月中間期 35,800株 19年３月期 35,800株

② 期末自己株式数 19年９月中間期 0株 18年９月中間期 0株 19年３月期 0株

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 133,834 0.7 135 △97.6 △127 － △97 －

18年９月中間期 132,874 △3.5 5,576 13.1 5,460 9.7 3,822 91.7

19年３月期 269,257 － 7,281 － 6,590 － 4,393 －

 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

  円 銭 

19年９月中間期 △2,735 33 

18年９月中間期 106,761 80 

19年３月期 122,711 99 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 1,044,479 64,481 6.2 1,801,168 80

18年９月中間期 1,023,368 64,824 6.3 1,810,745 61

19年３月期 1,087,379 65,183 6.0 1,820,779 86

（参考）自己資本 19年９月中間期 64,481百万円 18年９月中間期 64,824百万円 19年３月期 65,183百万円

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 268,476 △0.3 1,247 △82.9 623 △90.5 290 △93.4 8,100 56

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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１．経営成績 
(1）経営成績に関する分析 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、原油価格の高騰など懸念材料はあるものの、輸出は引き続き増加

傾向にあり企業収益は高水準で推移しているなど、景気は緩やかに拡大しております。 

リース業界におきましては、依然として厳しい料率競争が続いていることに加え、情報通信機器の低調が続くな

ど、業界全体のリース取扱高は減少傾向にあります。 

クレジットカード業界におきましては、カード発行枚数及び取扱高が拡大する一方で、貸金業規制法の改正によ

る上限金利引下げに伴い、収益性が低下するなど厳しい状況にあります。 

このような事業環境の中、当社グループは医療機器、産業・工作機械への取組強化を引き続き行うとともに、ス

トラクチャードファイナンス及びシンジケートローンを中心としたリース・割賦以外の金融商品の拡充を積極的に

推進してまいりました。またＩＴ関連分野を中心としたベンチャーキャピタルへの積極的投資等を展開したことに

より、営業資産残高は9,216億33百万円（前年同期比6.0％増）となりました。 

損益状況につきましては、売上高は賃貸料収入及び営業貸付収入の増加により、前年同期比19億92百万円増の

1,351億74百万円となったものの、資金原価及び貸倒引当金繰入額の増加等により経常利益は前年同期比54億44百

万円減の36百万円、中間純利益は前年同期比33億82百万円減の31百万円となりました。 

（事業の種類別セグメントの業績） 

① リース・割賦販売事業 

リース・割賦販売事業におきましては、昨年度設置した専門営業部において、医療機器、産業・工作機械へ

の取組を強化するなど、積極的事業展開を行ったことから、契約実行高は前年同期比7.4％増の1,182億20百万

円、営業資産残高は前年同期比4.4％増の5,876億54百万円となりました。 

その結果、売上高につきましては、前年同期比0.1％増の1,286億24百万円となったものの、資金原価の増加

等により営業利益は前年同期比53.6％減の33億58百万円となりました。 

② クレジットカード事業 

クレジットカード事業におきましては、クレジットカード会員の積極的な拡大施策及び各種キャンペーンに

よるショッピング取扱高の拡大を図るとともに、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の電話料金クレジットカード

決済及び「ＮＴＴグループ料金おまとめサービス」の本格化などから、営業資産残高は前年同期比5.2％増の

148億85百万円となりました。 

その結果、売上高は前年同期比7.5％増の33億76百万円となったものの、営業費用の増加により営業損失は５

億84百万円と前年同期比127.9％の悪化となりました。 

③ 営業貸付事業 

営業貸付事業におきましては、ストラクチャードファイナンス及びシンジケートローンの拡大に加え、グル

ープ外貸付の増加により、営業資産残高は前年同期比7.1％増の3,041億61百万円となりました。 

その結果、売上高は前年同期比117.6％増の22億円となったものの、貸倒引当金繰入額の増加等により営業損

失は２億24百万円となりました。 

④ ベンチャーキャピタル事業 

ベンチャーキャピタル事業におきましては、ＩＴ関連の技術分野を中心に積極的投資を行ったことから、営

業資産残高は前年同期比56.4％増の58億47百万円となりました。 

売上高については、前年同期比２億42百万円増の２億50百万円となり、営業損失は１億84百万円と前年同期

比0.4％の改善となりました。 
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⑤ その他の事業 

その他の事業におきましては、債券投資、日本型オペレーティングリースの組成及び保険代理業務等を中心

に取り組み、営業資産残高は前年同期比107.7％増の90億84百万円となりました。 

その結果、売上高は前年同期比11.1％増の７億21百万円、営業利益は前年同期比42.6％減の２億23百万円と

なりました。 

（通期の見通し） 

当社グループは、金利上昇に伴う資金調達コストの増加やリース会計基準の変更への対応など、業界の競争

がさらに激化することが予想されるなか、当社グループのターゲット顧客層である中堅・中小企業のお客様に

対して、個々のファイナンスニーズに合致した幅広い金融サービスを提供するファイナンス会社として成長・

発展を目指すこととします。 

平成20年３月期の連結業績は、連結売上高2,714億10百万円（前連結会計年度比0.5％増）、連結経常利益12

億86百万円（前連結会計年度比81.5％減）、連結当期純利益６億28百万円（前連結会計年度比85.2％減）を見

込んでおります。 

(2）財政状態に関する分析 

（資産、負債及び純資産の状況） 

① 営業資産残高    

当社グループは、医療機器、産業・工作機械への取組強化を推進するとともに、ストラクチャードファイナ

ンス及びシンジケートローンを中心としたリース・割賦以外の金融商品の拡充を図ったことから、営業資産残

高は前年同期比6.0％増の9,216億33百万円となりました。 

② 有利子負債及び純資産 

当社グループは、金融情勢等の変動に対して柔軟に対応するため、特定の資金調達先及び調達方法に依存す

ることがないよう留意しております。また、安定的な資金調達に資するため、格付機関から長期債・短期債の

格付を取得しており、格付の維持・向上に努めております。 

リース・割賦販売契約は、約定時の金利水準をもとに固定利率が適用されますので、調達金利につきまして

は、ＡＬＭ（資産負債総合管理）等を勘案し、長期固定金利での調達等により金利上昇リスクの軽減を図って

おります。 

当中間連結会計期間における有利子負債は、営業資産残高の増加にともない、前年同期比198億10百万円増

の9,158億29百万円となりました。また、コマーシャル・ペーパー及び公募社債の発行など資金調達手段の多

様化に取り組んだ結果、直接調達比率は前年同期比0.8ポイント向上し、69.9％となりました。 

純資産につきましては、前年同期比２億７百万円増の662億11百万円となりましたが、営業資産の増加等に

より自己資本比率は、前年同期比0.2ポイント低下し6.2％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況） 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、453億69百万円（前年同期比379億25百万円

の減少）となりました。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、賃貸資産の取得による支出847億51百万円等の営業資産の増加に伴

う支出に対して、営業貸付金の減少額551億99百万円、賃貸資産等の減価償却費792億99百万円及び賃貸資産等

の除却損73億58百万円等の収入により、398億18百万円の増加（前年同期比599億71百万円の増加）となりまし

た。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得76億22百万円等の支出により、79億77百万円の

減少（前年同期比77億37百万円の減少）となりました。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期預り金の返還500億円、コマーシャル・ペーパーの減少309億95

百万円、長期借入金の返済253億82百万円、社債の償還100億円等の支出に対して、長期借入金398億98百万

円、預り金の増加284億98百万円、社債の発行199億40百万円等の収入により、335億93百万円の減少（前年同

期比659億94百万円の減少）となりました。 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社グループは、経済環境の変化に柔軟に対応し、多様化するお客様のファイナンスニーズに的確にお応えして

いくため、株主資本の充実を図る一方で、株主の皆様に対しましては、継続的に安定した配当を実施していくこと

を基本方針としております。 

当連結会計年度の配当につきましては、企業業績に応じた適正な利益配分として、年間１株当たり15,000円の期

末配当を実施させていただく予定であります。なお、内部留保資金につきましては、良質な営業資産の購入資金に

充当するなど、今後の事業運営に有効かつ効率的に活用してまいります。 

２．企業集団の状況 
最近の有価証券報告書（平成19年６月27日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。 

３．経営方針 
平成19年３月期決算短信（平成19年６月４日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.ntt-finance.co.jp/ir/tanshin.html 
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４．中間連結財務諸表 
(1) 中間連結貸借対照表 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中間
期比 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                      

Ⅰ 流動資産                      

１ 現金及び預金     83,291     45,365       44,145  

２ 割賦債権     114,341     122,316       117,439  

３ 営業貸付金 ※６   286,320     294,362       349,613  

４ その他の営業
貸付債権 

※６   17,092     28,470       28,958  

５ 賃貸料等未収
入金     29,004     30,876       29,527  

６ カード未収入
金     17,065     20,103       18,921  

７ 営業投資有価
証券 

※３   3,738     5,847       5,147  

８ 繰延税金資産     621     2,068       1,457  

９ その他     10,572     13,817       11,851  

10 貸倒引当金     △5,577     △7,141       △6,565  

流動資産合計     556,470 54.0   556,087 52.4 △382   600,496 54.6 

Ⅱ 固定資産                      

(1）有形固定資産                      

(ア）賃貸資産 ※２                    

１ リース資
産 

※３   385,049     396,042       397,840  

２ リース資
産前渡金     40     3,136       977  

３ その他の
賃貸資産     2,323     3,041       2,900  

賃貸資産合
計     387,413     402,219   14,805   401,718  

(イ）社用資産 ※２   310     297   △13   322  

有形固定資産
合計     387,724   402,516 14,792   402,041 

(2）無形固定資産                      

(ア）賃貸資産                      

１ リース資
産     64,959     69,148   4,189   70,758  

賃貸資産合
計     64,959     69,148   4,189   70,758  

(イ）その他の無
形固定資産     3,850     2,772   △1,078   3,986  

無形固定資産
合計     68,809   71,920 3,111   74,745 
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前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中間
期比 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の
資産                      

１ 投資有価証
券 

    9,049     21,611       15,028  

２ 繰延税金資
産     3,678     4,334       3,492  

３ その他 ※６   8,084     11,096       8,591  

４ 貸倒引当金     △3,899     △6,704       △4,314  

投資その他の
資産合計     16,912   30,338 13,426   22,798 

固定資産合計     473,445 46.0   504,776 47.6 31,330   499,584 45.4 

資産合計     1,029,916 100.0   1,060,864 100.0 30,947   1,100,081 100.0 

                       

（負債の部）                      

Ⅰ 流動負債                      

１ 支払手形及び
買掛金 

※７   22,153     22,870       26,280  

２ 一年以内償還
予定の社債     15,000     39,999       25,000  

３ 短期借入金     67,500     56,385       55,416  

４ 一年以内返済
予定の長期借
入金 

※３   50,099     31,920       42,263  

５ コマーシャ
ル・ペーパー     110,979     139,914       170,910  

６ 割賦未実現利
益     9,268     9,817       9,449  

７ 預り金     255,209     259,944       231,677  

８ その他     46,920     59,283       67,605  

流動負債合計     577,130 56.0   620,134 58.4 43,004   628,602 57.1 

Ⅱ 固定負債                      

１ 社債     172,980     182,973       187,975  

２ 長期借入金 ※３   158,866     186,615       161,921  

３ 退職給付引当
金     3,753     3,298       3,804  

４ 役員退任慰労
引当金     35     41       41  

５ 長期預り金 ※３   51,016     －       －  

６ その他 ※３   129     1,589       51,098  

固定負債合計     386,782 37.6   374,518 35.4 △12,263   404,841 36.8 

負債合計     963,912 93.6   994,653 93.8 30,740   1,033,443 93.9 
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前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中間
期比 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                      

Ⅰ 株主資本                       

 １ 資本金     6,773 0.7   6,773 0.6 －   6,773 0.6 

 ２ 資本剰余金     5,953 0.6   5,953 0.5 －   5,953 0.5 

 ３ 利益剰余金     52,669 5.1   52,981 5.0 311   53,486 4.9 

株主資本合計     65,395 6.4   65,707 6.1 311   66,212 6.0 

Ⅱ 評価・換算差額
等                       

 １ その他有価証
券評価差額金     660 0.0   583 0.1 △76   460 0.1 

 ２ 繰延ヘッジ損
益     1 0.0   △0 △0.0 △1   3 0.0 

 ３ 為替換算調整
勘定     △53 △0.0   △83 △0.0 △29   △38 △0.0 

評価・換算差額
等合計     608 0.0   499 0.1 △108   425 0.1 

Ⅲ 少数株主持分     － －   3 0.0 3   － － 

純資産合計     66,004 6.4   66,211 6.2 207   66,637 6.1 

 負債純資産合計     1,029,916 100.0   1,060,864 100.0 30,947   1,100,081 100.0 
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(2) 中間連結損益計算書 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

対前中間
期比 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     133,181 100.0   135,174 100.0 1,992   270,163 100.0 

Ⅱ 売上原価     117,563 88.3   120,381 89.0 2,818   239,790 88.8 

売上総利益     15,618 11.7   14,792 11.0 △825   30,373 11.2 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１   10,040 7.5   14,500 10.7 4,459   23,163 8.5 

営業利益     5,577 4.2   291 0.3 △5,285   7,209 2.7 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   11     4    20    

２ 受取配当金   39     46    79    

３ 持分法投資利
益   43     －    58    

４ 匿名組合投資
利益   －     28    －    

５ 為替差益   25     23       －    

６ 償却債権取立
益   15     14       －    

７ 損害賠償金   16     14       －    

８ カード事業関
連収益   －     48       －    

９ その他   45 198 0.1 23 203 0.1 5 411 569 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   199     261    394    

２ 社債発行費   49     53    122    

３ 持分法投資損
失   －     28    －    

４ その他   47 295 0.2 115 459 0.3 164 318 834 0.3 

経常利益     5,481 4.1   36 0.1 △5,444   6,944 2.6 

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金戻
入益   166     92       250     

２ 関係会社株式
売却益   36     －       36     

３ 厚生年金基金
代行返上益   － 202 0.2 900 992 0.7 790 － 286 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 社用資産減損
損失 

※２ － － － 748 748 0.5 748 － － － 

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

    5,683 4.3   281 0.3 △5,402   7,231 2.7 

法人税、住民
税及び事業税   1,275     1,816    1,878    

過年度法人税
等   －     －    631    

法人税等調整
額   993 2,269 1.7 △1,563 252 0.2 △2,016 488 2,997 1.1 

少数株主利益     －     △3 △0.0 △3   －   

中間（当期）
純利益     3,414 2.6   31 0.1 △3,382   4,233 1.6 
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）               

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 6,773 5,953 49,813 62,540 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）     △537 △537 

役員賞与（注）      △22 △22 

中間純利益     3,414 3,414 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
- - 2,855 2,855 

平成18年９月30日 残高（百万円） 6,773 5,953 52,669 65,395 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 716 - △62 653 63,194 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）         △537 

 役員賞与（注）          △22 

中間純利益         3,414 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△56 1 9 △45 △45 

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
△56 1 9 △45 2,809 

平成18年９月30日 残高（百万円） 660 1 △53 608 66,004 
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当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）               

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,773 5,953 53,486 66,212 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当     △537 △537 

中間純利益     31 31 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
- - △505 △505 

平成19年９月30日 残高（百万円） 6,773 5,953 52,981 65,707 

 

評価・換算差額等 

 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算  
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 460 3 △38 425 － 66,637 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当           △537 

中間純利益           31 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
123 △3 △44 74 3 78 

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
123 △3 △44 74 3 △426 

平成19年９月30日 残高（百万円） 583 △0 △83 499 3 66,211 
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）          

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 6,773 5,953 49,813 62,540 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）     △537 △537 

役員賞与（注）     △22 △22 

当期純利益     4,233 4,233 

連結子会社増加に伴う減少高     △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
- - 3,672 3,672 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,773 5,953 53,486 66,212 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 716 - △62 653 63,194 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △537 

役員賞与（注）         △22 

当期純利益         4,233 

連結子会社増加に伴う減少高         △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△256 3 24 △228 △228 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△256 3 24 △228 3,443 

平成19年３月31日 残高（百万円） 460 3 △38 425 66,637 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

対前中間期比 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
増減 

(百万円) 
金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー          

税金等調整前中間
（当期）純利益   5,683 281 △5,402 7,231 

賃貸資産及び社用資
産減価償却費   74,631 79,299 4,667 150,997 

社用資産減損損失   － 748 748 － 

賃貸資産及び社用資
産除却損   9,722 7,358 △2,364 18,419 

退職給付引当金の増
減額（減少：△）   △641 △506 135 △590 

役員退任慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

  △49 △0 49 △43 

貸倒引当金の増減額
（減少：△）   △815 2,968 3,784 587 

受取利息及び受取配
当金   △51 △51 0 △100 

資金原価及び支払利
息   2,315 3,982 1,666 5,539 

為替差損益（益：
△）   △25 △23 2 △12 

持分法投資損益
（益：△）   △43 28 72 △58 

投資有価証券評価損   － 14 14 － 

関係会社株式評価損   － 25 25 － 

投資有価証券売却損
益（益：△）   3 － △3 △260 

関係会社株式売却損
益（益：△）   △36 － 36 △36 

匿名組合投資損益
（益：△）   △14 △28 △13 △36 

社債発行費   49 53 4 122 

割賦債権の増減額
（増加：△）   1,647 △4,935 △6,582 △1,449 

営業貸付金の増減額
（増加：△）   △6,976 55,199 62,176 △70,268 

その他の営業貸付債
権の増減額（増加：
△） 

  △6,330 424 6,754 △18,195 

賃貸料等未収入金の
増減額（増加：△）   △622 △1,349 △726 △1,145 

カード未収入金の増
減額（増加：△）   △1,322 △1,181 140 △3,179 

営業投資有価証券の
増減額（増加：△）   △482 △511 △29 △1,979 

営業有価証券の増減
額（増加：△）   △1,099 169 1,269 △6,094 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

対前中間期比 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
増減 

(百万円) 
金額（百万円） 

賃貸資産の取得によ
る支出   △82,199 △84,751 △2,552 △186,533 

支払手形及び買掛金
の増減額（減少：
△） 

  1,786 △3,410 △5,196 5,914 

役員賞与の支払額   △22 － 22 △22 

その他営業活動によ
る増減額   △11,025 △9,463 1,562 3,259 

小計   △15,921 44,342 60,263 △97,935 

利息及び配当金の受
取額   67 68 0 116 

利息の支払額   △2,165 △3,838 △1,672 △5,146 

法人税等の支払額   △2,134 △753 1,380 △3,922 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー   △20,152 39,818 59,971 △106,888 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー          

投資有価証券の取得
による支出   △522 △7,622 △7,099 △2,137 

投資有価証券の売却
及び償還による収入   26 － △26 290 

連結範囲の変更を伴
う関係会社出資金の
取得による収入 

  － 10 10 － 

連結範囲の変更を伴
う関係会社株式の売
却による収入 

※２ 19 － △19 19 

関係会社出資金の取
得による支出   － △1 △1 △3 

社用資産の取得によ
る支出   △129 △319 △190 △1,094 

その他投資活動によ
る増減額   364 △44 △409 379 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー   △240 △7,977 △7,737 △2,546 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

対前中間期比 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
増減 

(百万円) 
金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー          

短期借入金の純増減
額（純減少：△）   △32,000 983 32,983 △44,083 

コマーシャル・ペー
パーの純増減額（純
減少：△） 

  △21,020 △30,995 △9,975 38,910 

長期借入れによる収
入   63,683 39,898 △23,785 84,301 

長期借入金の返済に
よる支出   △27,336 △25,382 1,954 △52,788 

リース債権流動化の
純増減額（純減少：
△） 

  18,400 △6,000 △24,400 26,400 

リース債権流動化の
返済による支出   △2,568 － 2,568 △2,568 

社債の発行による収
入   17,947 19,940 1,992 47,865 

社債の償還による支
出   △11,500 △10,000 1,500 △16,500 

配当金の支払額   △537 △537 － △537 

預り金の純増減額
（純減少：△）   27,332 28,498 1,165 4,262 

長期預り金の返還に
よる支出   － △50,000 △50,000 － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー   32,400 △33,593 △65,994 85,261 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額   25 △26 △51 41 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△）   12,032 △1,778 △13,811 △24,131 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高   71,261 47,148 △24,113 71,261 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

  － － － 17 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 83,294 45,369 △37,925 47,148 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    ５社 

主要な連結子会社の名称 

NTTL CAYMAN,LTD. 

  

  （連結の範囲の変更） 

前中間連結会計期間において

連結子会社としておりました

エヌ・ティ・ティ・ビジネ

ス・ソリューション（株）

は、同社株式を一部売却した

ことにより、持分法適用関連

会社となったため、連結子会

社から除外しております。 

また、連結子会社間の合併に

より、Leasing Development, 

Inc.を連結子会社から除外し

ております。 

新たな設立に伴い、当中間連

結会計期間よりEsperance  

Line S.A.を新規に連結子会社

に含めております。 

(1）連結子会社の数    ９社 

主要な連結子会社の名称 

NTTL CAYMAN,LTD. 

  

  （連結の範囲の変更） 

新たな設立等に伴い、当中間

連結会計期間よりＮＴＴファ

イナンスインベストメント

（株）他２組合を新規に連結

子会社に含めております。 

(1）連結子会社の数    ６社 

主要な連結子会社の名称 

NTTL CAYMAN,LTD. 

  

（連結の範囲の変更） 

前連結会計年度において連結

子会社としておりましたエ

ヌ・ティ・ティ・ビジネス・

ソリューション（株）は、同

社株式を一部売却したことに

より、持分法適用関連会社と

なったため、連結子会社から

除外しております。 

また、連結子会社間の合併に

より、Leasing Development, 

Inc.を連結子会社から除外し

ております。 

新たな設立等に伴い、当連結

会計年度よりEsperance  

Line S.A.及び（有）イーグル

を新規に連結子会社に含めて

おります。 

 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リース 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社（有）エヌ・エ

ル・マーキュリー・リースほ

か51社は、匿名組合契約方式

による賃貸事業を行う営業者

であり、その資産及び損益は

実質的に当該子会社に帰属し

ないものであるため、中間連

結財務諸表規則第５条第１項

第２号により連結の範囲から

除外しております。 

また、その他非連結子会社

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースほか12社

は、総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金等の観点

からみて、いずれも小規模で

あり、かつ、全体としても中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しておりま

す。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

(有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社（有）エヌ・エ

ル・マーキュリー・リースほ

か63社は、匿名組合契約方式

による賃貸事業を行う営業者

であり、その資産及び損益は

実質的に当該子会社に帰属し

ないものであるため、中間連

結財務諸表規則第５条第１項

第２号により連結の範囲から

除外しております。 

また、その他非連結子会社

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合ほか11社は、総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金等の観点からみ

て、いずれも小規模であり、

かつ、全体としても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲

から除外しております。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

(有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社（有）エヌ・エ

ル・マーキュリー・リースほ

か54社は、匿名組合契約方式

による賃貸事業を行う営業者

であり、その資産及び損益は

実質的に当該子会社に帰属し

ないものであるため、連結財

務諸表規則第５条第１項第２

号により連結の範囲から除外

しております。 

また、その他非連結子会社

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合ほか14社は、総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等の観点からみ

て、いずれも小規模であり、

かつ、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から

除外しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社の数         

────── 

(1）持分法を適用した非連結子会

社の数         

────── 

(1) 持分法を適用した非連結子会

社の数         

────── 

  (2）持分法を適用した関連会社の

数          ２社 

主要な会社等の名称 

環宇郵電国際租賃有限公司 

(2）持分法を適用した関連会社の

数          ３社 

主要な会社等の名称 

環宇郵電国際租賃有限公司 

(2) 持分法を適用した関連会社の

数          ３社 

主要な会社等の名称 

環宇郵電国際租賃有限公司 

  （持分法適用範囲の変更） 

前中間連結会計期間において

連結子会社としておりました

エヌ・ティ・ティ・ビジネ

ス・ソリューション（株）

は、同社株式を一部売却した

ことにより、当中間連結会計

期間より持分法適用関連会社

としております。 

  

  

  

   

  

(3）持分法を適用しない主要な非

連結子会社の名称等      

主要な非連結子会社 

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リース 

  

（持分法を適用しない理由） 

非連結子会社（有）エヌ・エ

ル・マーキュリー・リースほ

か51社は、匿名組合契約方式

による賃貸事業を行う営業者

であり、その資産及び損益は

実質的に当該子会社に帰属し

ないものであるため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

また、その他非連結子会社

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースほか12社

は、中間純損益及び利益剰余

金等の観点からみて、いずれ

も中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除

外しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3）持分法を適用しない主要な非

連結子会社の名称等      

主要な非連結子会社 

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合 

（持分法を適用しない理由） 

非連結子会社（有）エヌ・エ

ル・マーキュリー・リースほ

か63社は、匿名組合契約方式

による賃貸事業を行う営業者

であり、その資産及び損益は

実質的に当該子会社に帰属し

ないものであるため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

また、その他非連結子会社

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合ほか11社は、中

間純損益及び利益剰余金等の

観点からみて、いずれも中間

連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。 

（持分法適用範囲の変更） 

前連結会計年度において連結

子会社としておりましたエ

ヌ・ティ・ティ・ビジネス・

ソリューション（株）は、同

社株式を一部売却したことに

より、当連結会計年度より持

分法適用関連会社としており

ます。 

また、新たな設立に伴い、当

連結会計年度よりＮＴＴスマ

ートトレード（株）を新規に

持分法適用関連会社に含めて

おります。   

(3）持分法を適用しない主要な非

連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合 

（持分法を適用しない理由）  

非連結子会社（有）エヌ・エ

ル・マーキュリー・リースほ

か54社は、匿名組合契約方式

による賃貸事業を行う営業者

であり、その資産及び損益は

実質的に当該子会社に帰属し

ないものであるため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

また、その他非連結子会社

（有）エヌ・エル・アトラン

ティック・リースを営業者と

する匿名組合ほか14社は、当

期純損益及び利益剰余金等の

観点からみて、いずれも連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。   
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）持分法を適用しない主要な関

連会社の名称等 

主要な関連会社 

Mining Information, 

Communication and  

Monitoring S.A. 

（持分法を適用しない理由） 

関連会社Mining Information, 

Communication and  

Monitoring S.A.は、中間純損

益及び利益剰余金等の観点か

らみて、いずれも中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

(4）持分法を適用しない主要な関

連会社の名称等 

主要な関連会社 

Mining Information, 

Communication and  

Monitoring S.A. 

（持分法を適用しない理由） 

関連会社Mining Information, 

Communication and  

Monitoring S.A.ほか２社は、

中間純損益及び利益剰余金等

の観点からみて、いずれも中

間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外して

おります。 

(4）持分法を適用しない主要な関

連会社の名称等  

主要な関連会社 

Mining Information, 

Communication and  

Monitoring S.A. 

（持分法を適用しない理由） 

  関連会社Mining Information, 

  Communication and  

  Monitoring S.A.ほか２社は、

 当期純損益及び利益剰余金等

 の観点からみて、いずれも連

 結財務諸表に及ぼす影響が軽

 微であり、かつ、全体として

 も重要性がないため、持分法

 の適用範囲から除外しており

 ます。 

３ 連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

(1)    ────── (1)中間決算日が連結中間決算日

と異なる場合の内容等 

連結子会社のうちNTTファイ

ナンス2007投資事業組合の中

間決算日は、６月30日であり

ます。中間連結財務諸表の作

成にあたり、同日現在の中間

財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な

取引は連結上必要な調整を行

っております。 

(1)    ────── 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

賃貸資産 

リース資産 

リース期間を償却年数

とする定額法 

なお、顧客の事故等の

ために将来のリース債

権の回収困難が見込ま

れる契約については、

回収不能に伴うリース

資産処分損失に備える

ため、減価償却費を追

加計上しており、当中

間連結会計期間におけ

る当該減価償却費の計

上額は282百万円、その

累計額は3,632百万円で

あります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

賃貸資産 

リース資産 

リース期間を償却年数

とする定額法 

なお、顧客の事故等の

ために将来のリース債

権の回収困難が見込ま

れる契約については、

回収不能に伴うリース

資産処分損失に備える

ため、減価償却費を追

加計上しており、当中

間連結会計期間におけ

る当該減価償却費の計

上額は 1,098百万円、

その累計額は 4,614百

万円であります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

賃貸資産 

リース資産 

リース期間を償却年数

とする定額法 

なお、顧客の事故等の

ために将来のリース債

権の回収困難が見込ま

れる契約については、

回収不能に伴うリース

資産処分損失に備える

ため、減価償却費を追

加計上しており、当連

結会計年度における当

該減価償却費の計上額

は164百万円、その累計

額は3,515百万円であり

ます。 

       
  （追加情報） 

従来、賃貸資産のうち、

取得価額が10万円未満の

少額減価償却資産に係る

減価償却の方法について

は、取得時に全額費用と

して処理しておりました

が、当中間連結会計期間

より、リース期間を償却

年数とする定額法に変更

しております。 

この変更は、主に電子計

算機等の低価格化により

少額減価償却資産が年々

増加している状況に伴

い、少額減価償却資産を

対象としたリース契約の

金額的重要性が増したこ

とを契機に、収益がリー

ス料総額をリース期間で

均等按分して計上するこ

とに対応し、費用配分額

についてもリース期間で

均等按分することによ

り、期間損益の適正化を

図るために行ったもので

あります。 

この変更により、従来の

方法に比べ、売上原価は

1,364百万円減少し、売

上総利益、営業利益、経

常利益及び税金等調整前

中間純利益はともに

1,364百万円それぞれ増

加しております。 

なお、セグメント情報に

与える影響については、

当該個所に記載しており

ます。 

  

  

  

  

  

（追加情報） 

従来、賃貸資産のうち、

取得価額が10万円未満の

少額減価償却資産に係る

減価償却の方法について

は、取得時に全額費用と

して処理しておりました

が、当連結会計年度よ

り、リース期間を償却年

数とする定額法に変更し

ております。 

この変更は、主に電子計

算機等の低価格化により

少額減価償却資産が年々

増加している状況に伴

い、少額減価償却資産を

対象としたリース契約の

金額的重要性が増したこ

とを契機に、収益がリー

ス料総額をリース期間で

均等按分して計上するこ

とに対応し、費用配分額

についてもリース期間で

均等按分することによ

り、期間損益の適正化を

図るために行ったもので

あります。 

この変更により、従来の

方法に比べ、売上原価は

3,899百万円減少し、売

上総利益、営業利益、経

常利益及び税金等調整前

当期純利益はともに

3,899百万円それぞれ増

加しております。 

なお、セグメント情報に

与える影響については、

当該箇所に記載しており

ます。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  その他の賃貸資産  

 定率法 

その他の賃貸資産 

同左 

その他の賃貸資産 

同左  

  社用資産 

定率法 

社用資産 

同左 

社用資産 

同左 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除

く）については、定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

   

 
建物及び

構築物 
15年～47年

器具及び

備品 
４年～20年

   

      

（追加情報）  

当中間連結会計期間から

法人税法の改正に伴い、

その他の賃貸資産及び社

用資産について、帳簿価

額が取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌

連結会計年度から取得価

額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償

却費に含めて計上してお

ります。 

この変更による損益に与

える影響額は軽微であり

ます。 

  

  ② 無形固定資産 

賃貸資産 

リース期間を償却年数と

する定額法 

なお、顧客の事故等のた

めに将来のリース債権の

回収困難が見込まれる契

約については、回収不能

に伴うリース資産処分損

失に備えるため、減価償

却費を追加計上してお

り、当中間連結会計期間

における当該減価償却費

の計上額は22百万円、そ

の累計額は291百万円であ

ります。 

② 無形固定資産 

賃貸資産 

リース期間を償却年数と

する定額法 

なお、顧客の事故等のた

めに将来のリース債権の

回収困難が見込まれる契

約については、回収不能

に伴うリース資産処分損

失に備えるため、減価償

却費を追加計上してお

り、当中間連結会計期間

における当該減価償却費

の計上額は89百万円、そ

の累計額は454百万円で

あります。 

② 無形固定資産 

賃貸資産 

リース期間を償却年数と

する定額法 

なお、顧客の事故等のた

めに将来のリース債権の

回収困難が見込まれる契

約については、回収不能

に伴うリース資産処分損

失に備えるため、減価償

却費を追加計上してお

り、当連結会計年度にお

ける当該減価償却費の計

上額は96百万円、その累

計額は365百万円でありま

す。 

  その他の無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェア

（自社利用分）について

は、社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法によっておりま

す。 

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

 

- 20 -

ＮＴＴファイナンス㈱（EDINET 941642）　平成20年３月期中間決算短信



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

一般債権については、貸倒

実績率により計上している

ほか、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については、

財務内容評価法により計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、発生年度の翌期におい

て全額費用処理する方法に

よっております。 

また、過去勤務債務につい

ては発生年度において全額

費用処理する方法によって

おります。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、発生年度の翌期におい

て全額費用処理する方法に

よっております。 

また、過去勤務債務につい

ては発生年度において全額

費用処理する方法によって

おります。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

  

数理計算上の差異について

は、発生年度の翌期におい

て全額費用処理する方法に

よっております。 

また、過去勤務債務につい

ては発生年度において全額

費用処理する方法によって

おります。 

  （追加情報） 

当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年９月１日に厚生労

働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受けておりま

す。 

当中間連結会計期間末日現

在において測定された返還

相当額（最低責任準備金）

は709百万円であり、当該返

還相当額（最低責任準備

金）の支払が当中間連結会

計期間末日に行われたと仮

定して、「退職給付会計に

関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13

号）第44－２項を適用した

場合に生じる利益の見込額

は650百万円であります。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年９月１日の厚生労

働大臣による将来分支給義

務免除の認可に続き、この

たび平成19年７月１日に同

じく厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受けており

ます。 

この認可を受けたことによ

り、当中間連結会計期間に

おいて、「退職給付会計に

関する実務指針(中間報

告)」(日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号)

第44－２項に基づいた算定

を行い、厚生年金基金代行

返上益として、900百万円の

特別利益を計上しておりま

す。 

  

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年９月１日に厚生労

働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受けておりま

す。 

当連結会計年度末日現在に

おいて測定された返還相当

額（最低責任準備金）は 

737百万円であり、当該返還

相当額（最低責任準備金）

の支払が当連結会計年度末

日に行われたと仮定して、

「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号）第44－

２項を適用した場合に生じ

る利益の見込額は700百万円

であります。 

  ③ 役員退任慰労引当金 

役員の退職給与の支払に備

えるため内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

③ 役員退任慰労引当金 

同左 

③ 役員退任慰労引当金 

役員の退職給与の支払に備

えるため内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

なお、「リース業における

金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査

上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会

報告第19号 平成12年11月

14日）に定める負債の包括

ヘッジについては、同報告

に基づく処理によっており

ます。 

為替予約等については、振

当処理の要件を満たしてい

るものは、振当処理を行っ

ております。 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして

いるものは、特例処理を行

っております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ア) ヘッジ手段 

金利スワップ取引、通

貨スワップ取引、為替

予約取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ア) ヘッジ手段 

 同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ア) ヘッジ手段 

同左 

  (イ) ヘッジ対象 

借入金等の資金調達全

般及び有価証券等によ

る資金運用等に係る公

正価値変動及びキャッ

シュ・フロー変動リス

ク 

外貨建取引による為替

変動リスク 

(イ) ヘッジ対象 

同左 

  

(イ) ヘッジ対象 

 同左 

  

  ③ ヘッジ方針 

為替及び金利等相場変動に

伴うリスクの軽減を目的に

社内規程に基づき通貨及び

金利に係るデリバティブ取

引を行っております。 

また、ヘッジ会計が適用さ

れないものとして、お客様

のニーズに対応する目的及

びクレジットデリバティブ

を組み込んだ複合金融商品

を利用した資金運用目的で

デリバティブ取引を行って

おります。 

なお、取引にあたっては、

事前に社内で十分協議を行

っており、投機目的の取引

は行っておりません。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

③ ヘッジ方針 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フローの変動

の累計とヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎にし

て判定しております。 

なお、負債の包括ヘッジに

ついては、金利スワップ取

引等のデリバティブ取引に

より、ヘッジ対象から発生

するキャッシュ・フロー変

動リスクが総体として削減

されており、加えて、ヘッ

ジ手段であるデリバティブ

取引の想定元本がヘッジ対

象であるリース契約等に対

応する負債の範囲内に収ま

っていることを検証するこ

とでヘッジの有効性を評価

しております。 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているヘッジ

取引及び為替予約等の振当

処理の要件を満たしている

ヘッジ取引については、有

効性の判定を省略しており

ます。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

ただし、資産に係る控除対

象外消費税等は発生年度の

費用としております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

  ② 営業目的の金融収益を得る

ために所有する債券（営業

有価証券）の会計処理 

当該債券は、「投資有価証

券」に4,374百万円を含めて

計上しております。 

② 営業目的の金融収益を得る

ために所有する債券（営業

有価証券）の会計処理 

当該債券は、「投資有価証

券」に9,084百万円を含めて

計上しております。 

② 営業目的の金融収益を得る

ために所有する債券（営業

有価証券）の会計処理 

当該債券は、「投資有価証

券」に9,307百万円、流動資

産の「その他」に2,998百万

円を含めて計上しておりま

す。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は66,003百万円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当

中間連結会計期間における中間連結財務

諸表は、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。  

２．繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い 

 当中間連結会計期間から「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実務

対応報告第19号）を適用しておりま

す。  

  これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

 なお、前中間連結会計期間において繰延

資産に含めておりました社債発行差金10

百万円は、当中間連結会計期間から社債

から控除して表示しております。  

３．金融商品に関する会計基準等 

 当中間連結会計期間から改正後の「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準第10号）及び「金融商品会計

に関する実務指針」（日本公認会計士協

会 最終改正平成18年４月27日 会計制

度委員会報告第14号）を適用しておりま

す。  

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

４．役員賞与に関する会計基準 

 当中間連結会計期間から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

１．    ───────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２．    ───────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３.    ───────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４．    ───────── 

  

  

  

  

  

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。  

  これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は66,634百万円であります。  

  連結財務諸表規則の改正により、当連結

会計年度における連結財務諸表は、改正

後の連結財務諸表規則により作成してお

ります。  

２．繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い 

  当連結会計年度から「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年８月11日 実務対応

報告第19号）を適用しております。 

  

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  なお、前連結会計年度において繰延資産

に含めておりました社債発行差金17百万

円は、当連結会計年度から社債から控除

して表示しております。  

３．金融商品に関する会計基準等 

  当連結会計年度から改正後の「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準第10号）及び「金融商品会計に関

する実務指針」（日本公認会計士協会 

最終改正平成18年10月20日 会計制度委

員会報告第14号）を適用しております。 

  

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

４．役員賞与に関する会計基準 

  当連結会計年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年11月29日 企業会計基準第４号）を

適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ18百万

円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

１．         ───────── １．中間連結貸借対照表 

(1)前中間連結会計期間末において区分掲記しておりました

「長期預り金」(当中間連結会計期間末残高1,469百万円）

は、当中間連結会計期間末において、負債及び純資産額の

合計額の100分の5以下となったため、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。 

２．         ───────── ２．中間連結損益計算書 

 (1)「匿名組合投資利益」は、前中間連結会計期間において

は、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間における「匿名組合投資利益」

の金額は、14百万円であります。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．リース・割賦販売契約等に基づく預り
手形 

１．リース・割賦販売契約等に基づく預り
手形 

１．リース・割賦販売契約等に基づく預り
手形 

リース契約に基づく預り

手形 
 840百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
 5,753百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
－百万円

リース契約に基づく預り

手形 
735百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
6,067百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
 18百万円

リース契約に基づく預り

手形 
966百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
6,043百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
30百万円

    中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機関の休業

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が上記の預り手形残高

に含まれております。 

    中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機関の休業

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が上記の預り手形残高

に含まれております。 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当連結会計

年度の末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

リース契約に基づく預り

手形 
 24百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
 148百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
 －百万円

リース契約に基づく預り

手形 
31百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
163百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
-百万円

リース契約に基づく預り

手形 
33百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
163百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
30百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 

(1）賃貸資産の減価償却累計額 (1）賃貸資産の減価償却累計額 (1) 賃貸資産の減価償却累計額 

              309,048百万円 330,487百万円 313,558百万円 

(2）社用資産の減価償却累計額 (2）社用資産の減価償却累計額 (2) 社用資産の減価償却累計額 

        601百万円            673百万円 643百万円 

※３．担保に供している資産及び対応する債
務 

※３．担保に供している資産及び対応する債
務 

※３．担保に供している資産及び対応する債
務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

未経過リース期間に係

るリース契約債権

（注） 

   519百万円

営業投資有価証券      1百万円

未経過リース期間に係

るリース契約債権

（注） 

481百万円

営業投資有価証券 1百万円

リース資産 3,890百万円

未経過リース期間に係

るリース契約債権 

（注） 

498百万円

営業投資有価証券 1百万円

（注）債権譲渡予約の債権135百万円が
含まれております。 

（注）債権譲渡予約の債権60百万円が
含まれております。 

（注）債権譲渡予約の債権31百万円が
含まれております。 

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 (2) 担保提供資産に対応する債務 

長期預り金  482百万円

固定負債・その他   2百万円

固定負債・その他 

（長期預り金等） 
474百万円

1年以内返済長期借入

金 
308百万円

長期借入金 2,359百万円

固定負債・その他 

（長期預り金等） 
   459百万円

４．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務 

(1）関係会社の債務等に対するもの (1）関係会社の債務等に対するもの (1）関係会社の債務等に対するもの 

① 借入金等に対する保証予約 ① 借入金等に対する保証予約 ① 借入金等に対する保証予約 

環宇郵電国際租賃有限

公司 
 9,716百万円

計  9,716百万円

環宇郵電国際租賃有限

公司 
    88百万円

計     88百万円

環宇郵電国際租賃有限

公司 
3,457百万円

計 3,457百万円

  ② その他の保証債務   

 
NTTスマートトレード

株式会社 
 1,009百万円

計 1,009百万円
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前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

(2）その他 (2）その他 (2）その他 

① 債券償還等に対する保証 ① 債券償還等に対する保証 ① 債券償還等に対する保証 

みずほインターナショ

ナル 
 6,000百万円

株式会社みずほコーポ

レート銀行 
 1,000百万円

計  7,000百万円

みずほインターナショ

ナル 
 6,000百万円

株式会社みずほコーポ

レート銀行 
 1,000百万円

計  7,000百万円

みずほインターナショ

ナル 
 6,000百万円

株式会社みずほコーポ

レート銀行 
1,000百万円

計 7,000百万円

② 規定損害金債務に対する保証 

積水化学工業株式会社   518百万円

森永乳業株式会社  71百万円

計    589百万円

② 規定損害金債務に対する保証 

積水化学工業株式会社    476百万円

森永乳業株式会社    64百万円

計    541百万円

② 規定損害金債務に対する保証 

積水化学工業株式会社    497百万円

森永乳業株式会社    68百万円

計    565百万円

  ③ その他の保証債務 

株式会社エヌ・ティ・

ティピー・シーコミュ

ニケーションズ 

885百万円

NTT America,inc. 173百万円

計 1,058百万円

  

５．当座貸越契約に準ずる契約 

当社は、顧客から融資実行申し出を受

けた場合に、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約するカードローン及

びキャッシング契約等を行っておりま

す。 

当該契約における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

５．当座貸越契約に準ずる契約 

当社は、顧客から融資実行申し出を受

けた場合に、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約するカードローン及

びキャッシング契約等を行っておりま

す。 

当該契約における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

５．当座貸越契約に準ずる契約 

当社は、顧客から融資実行申し出を受

けた場合に、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約するカードローン及

びキャッシング契約等を行っておりま

す。 

当該契約における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸

出コミットメントの総

額 

 629,744百万円

貸出実行残高  31,225百万円

差引額（貸出未実行残

高） 
 598,519百万円

当座貸越極度額及び貸

出コミットメントの総

額 

756,561百万円

貸出実行残高 22,292百万円

差引額（貸出未実行残

高） 
734,269百万円

当座貸越極度額及び貸

出コミットメントの総

額 

772,290百万円

貸出実行残高 49,097百万円

差引額（貸出未実行残

高） 
723,193百万円

なお、これらの契約の大半は、融資実

行の申し出がなされない実態にあり、

また、これらの契約には、相当の事由

がある場合、実行申込を受け付けた融

資の拒絶又は融資限度額の減額をする

ことができる旨の条項が付されている

ため、必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 

なお、これらの契約の大半は、融資実

行の申し出がなされない実態にあり、

また、これらの契約には、相当の事由

がある場合、実行申込を受け付けた融

資の拒絶又は融資限度額の減額をする

ことができる旨の条項が付されている

ため、必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 

なお、これらの契約の大半は、融資実

行の申し出がなされない実態にあり、

また、これらの契約には、相当の事由

がある場合、実行申込を受け付けた融

資の拒絶又は融資限度額の減額をする

ことができる旨の条項が付されている

ため、必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 
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前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※６．「営業貸付金」及び「その他の営業貸

付債権」に係る不良債権の状況 

「特定金融会社等の会計の整理に関す

る内閣府令」（平成11年５月19日 総

理府・大蔵省第32号）第９条の分類に

基づく、不良債権の状況は以下のとお

りであります。 

なお、投資その他の資産の「その他

（固定化営業債権）」に計上している

営業貸付金及びその他の営業貸付債権

を含んでおります。 

※６．「営業貸付金」及び「その他の営業貸

付債権」に係る不良債権の状況 

「特定金融会社等の会計の整理に関す

る内閣府令」（平成11年５月19日 総

理府・大蔵省第32号）第９条の分類に

基づく、不良債権の状況は以下のとお

りであります。 

なお、投資その他の資産の「その他

（固定化営業債権）」に計上している

営業貸付金及びその他の営業貸付債権

を含んでおります。 

※６．「営業貸付金」及び「その他の営業貸

付債権」に係る不良債権の状況 

「特定金融会社等の会計の整理に関す

る内閣府令」（平成11年５月19日 総

理府・大蔵省第32号）第９条の分類に

基づく、不良債権の状況は以下のとお

りであります。 

なお、投資その他の資産の「その他

（固定化営業債権）」に計上している

営業貸付金及びその他の営業貸付債権

を含んでおります。 

破綻先債権とは、元本又は利息の支

払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息

の取り立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかっ

た貸付金（以下「未収利息不計上貸

付金」という。）のうち、法人税法

施行令第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由が生じているも

のであります。 

(1）破綻先債権    732百万円

破綻先債権とは、元本又は利息の支

払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息

の取り立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかっ

た貸付金（以下「未収利息不計上貸

付金」という。）のうち、法人税法

施行令第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由が生じているも

のであります。 

(1）破綻先債権 1,308百万円

破綻先債権とは、元本又は利息の支

払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息

の取り立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかっ

た貸付金（以下「未収利息不計上貸

付金」という。）のうち、法人税法

施行令第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由が生じているも

のであります。 

(1) 破綻先債権 764百万円

延滞債権とは、未収利息不計上貸付

金のうち、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予したもの以

外のものであります。 

(2）延滞債権    968百万円

延滞債権とは、未収利息不計上貸付

金のうち、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予したもの以

外のものであります。 

(2）延滞債権 1,398百万円

延滞債権とは、未収利息不計上貸付

金のうち、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予したもの以

外のものであります。 

(2) 延滞債権 1,122百万円

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は

利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上延滞している貸付金のう

ち、破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。 

(3）３ヶ月以上延滞債権 －百万円

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は

利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上延滞している貸付金のう

ち、破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。 

(3）３ヶ月以上延滞債権 －百万円

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は

利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上延滞している貸付金のう

ち、破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。 

(3) ３ヶ月以上延滞債権 －百万円

貸出条件緩和債権とは、債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行

った貸付金のうち、破綻先債権、延

滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

(4）貸出条件緩和債権      521百万円

貸出条件緩和債権とは、債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行

った貸付金のうち、破綻先債権、延

滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

(4）貸出条件緩和債権 541百万円

貸出条件緩和債権とは、債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行

った貸付金のうち、破綻先債権、延

滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

(4) 貸出条件緩和債権 492百万円

※７.中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機関の休業

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。 

 ７.    ───────── 

  

※７.連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当連結会計

年度の末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手

形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。 

支払手形  325百万円
 

支払手形 404百万円
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

従業員給与・賞与    3,140百万円

退職給付費用    △556百万円

役員退任慰労引金繰 

入額 
    5百万円

事務委託費    2,730百万円

賃借料      871百万円

社用資産減価償却費      761百万円

貸倒引当金繰入額及び

貸倒損失 
     191百万円

従業員給与・賞与    3,105百万円

退職給付費用  527百万円

役員退任慰労引金繰 

入額 
5百万円

事務委託費 2,372百万円

賃借料 853百万円

社用資産減価償却費 817百万円

貸倒引当金繰入額及び

貸倒損失 
3,817百万円

従業員給与・賞与 6,243百万円

退職給付費用 △339百万円

役員退任慰労引金繰 

入額 
11百万円

事務委託費 5,390百万円

賃借料 1,731百万円

社用資産減価償却費 1,588百万円

貸倒引当金繰入額及び

貸倒損失 
2,730百万円

      

 ２．   ───────── ※２．減損損失 

当社グループは、以下の資産グループ

について減損損失を計上しておりま

す。 

 （百万円）

当社グループは、事業用資産を管理会

計上の事業区分によりグルーピングし

ております。 

クレジットカード事業については、当

初の事業計画との乖離が大きくなった

ことにより、将来キャッシュ・フロー

が当該事業用資産の見積期間内におい

てマイナスと見込まれ、その使用価値

を回収することは困難と認められるこ

とから、当該資産グループの帳簿価額

全額及び未経過リース料の全額（748百

万円）を減損損失として特別損失に計

上しております。 

  

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県

川崎市  

事業用資産 

(クレジット

カード事

業）  

建物 1

器具備品 45

ソフトウェ

ア 
692

その他の無

形固定資産 
2

リース資産 6

 ２．   ───────── 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１.発行済株式に関する事項  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１.発行済株式に関する事項  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１.発行済株式に関する事項  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

普通株式 35,800 － － 35,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 537 15,000 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

普通株式 35,800 － － 35,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 537 15,000 平成19年３月31日 平成19年６月26日 

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株式
数（株） 

普通株式 35,800 － － 35,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 537 15,000 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 537 利益剰余金 15,000 平成19年３月31日 平成19年６月26日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定   83,291百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
 △2百万円

流動資産・その他   10,572百万円

未収収益、立替金及び

その他 
△10,566百万円

現金及び現金同等物   83,294百万円

現金及び預金勘定  45,365百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△2百万円

流動資産・その他   13,817百万円

未収収益、立替金及び

その他 
△13,811百万円

現金及び現金同等物 45,369百万円

現金及び預金勘定 44,145百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△2百万円

有価証券勘定 2,998百万円

流動資産・その他    8,852百万円

未収収益、立替金及び

その他 
△8,847百万円

現金及び現金同等物 47,148百万円

 ２．   ─────────  ２．   ───────── ※２.株式の売却により連結子会社でなくな

った会社の資産及び負債の主な内訳 

    株式の売却により連結子会社でなく

なったエヌ・ティ・ティ・ビジネス・

ソリューション（株）の連結除外時の

資産及び負債の主な内訳並びに当該会

社株式の売却価額と売却による収入

（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

   
 流動資産 497百万円 

 固定資産 494百万円 

 流動負債 533百万円 

 固定負債 98百万円 

 差引 360百万円 

 関係会社株式 

 （持分調整後の当社

所有分） 

△164百万円 

 関係会社株式売却益 36百万円 

 関係会社株式の売却

価額 

232百万円 

 現金及び現金同等物 △212百万円 

 差引： 

 連結範囲の変更を伴

う関係会社株式の売

却による収入 

  

19百万円  
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（リース取引関係） 

     ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

  

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間末において、債券に含まれる複合金融商品（契約額2,658百万円）の時価評価を行い、評

価差額を損益に計上しております。当該複合金融商品の取得原価は、評価損益計上後の価額によっておりま

す。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 （注） 当中間連結会計期間末において、その他有価証券で時価のない株式について92百万円減損処理を行っておりま

す。 

なお、減損処理にあたっては、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価額に比べて30％以上下落し

た場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)社債 235 236 0 

(2)その他 1,001 1,002 1 

合計 1,237 1,239 2 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 302 1,417 1,114 

(2)債券 2,636 2,636 － 

合計 2,939 4,053 1,114 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）子会社株式 145 

（2）関連会社株式 197 

（3）その他有価証券  

   非上場株式 6,653 

   その他 500 

合計 7,496 
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当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当する債券はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間末において、債券に含まれる複合金融商品（契約額2,608百万円）の時価評価を行い、評

価差額を損益に計上しております。当該複合金融商品の取得原価は、評価損益計上後の価額によっておりま

す。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 （注） 当中間連結会計期間末において、子会社株式について25百万円その他有価証券で時価のない株式について190

百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価額に比べて30％以上下落し

た場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 312 1,290 977 

(2)債券 2,590 2,590 － 

合計 2,903 3,881 977 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）子会社株式 155 

（2）関連会社株式 489 

（3）その他有価証券  

   非上場株式 9,821 

   その他 13,111 

合計 23,578 
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前連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注1） 当連結会計年度において、債券に含まれる複合金融商品（契約額2,661百万円）の時価評価を行い、評価差額

を損益に計上しております。当該複合金融商品の取得原価は、評価損益計上後の価額によっております。 

  （注2） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について10百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価額に比べて50%以上下落し

た場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について106百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価額に比べて30％以上下落し

た場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

社債 1,000 1,000 0 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 296 1,033 737 

(2)債券 2,677 2,677 － 

合計 2,974 3,711 737 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)子会社株式 166 

(2)関連会社株式 353 

(3)その他有価証券  

 非上場株式 3,494 

 その他 14,449 
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（デリバティブ取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

  

  

（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２ 各事業の主な品目は、次のとおりであります。 

リース・割賦販売事業…………情報関連機器、事務用機器、産業工作機械、商業設備、生産設備、病院設備

等のリース・割賦販売業務等（リース取引の満了、中途解約に伴う物件販売

等を含む） 

クレジットカード事業…………ショッピング（総合あっせん）、ローン、キャッシング業務 

営業貸付事業……………………営業貸付業務 

ベンチャーキャピタル事業……ベンチャーキャピタル業務 

その他の事業……………………債券投資、レバレッジドリース組成業務、損害保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用2,291百万円の主なものは親会社の本社管

理部門に係る費用であります。 

 （追加情報） 

少額減価償却資産に係る減価償却方法の変更 

従来、賃貸資産のうち、取得価額が10万円未満の少額減価償却資産に係る減価償却の方法については、取得

時に全額費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間より、リース期間を償却年数とする定額法

に変更しております。 

この変更により、従来の方法に比べ、リース・割賦販売事業の営業費用が1,364百万円減少し、営業利益が

同額増加しております。 

 

リース・
割賦販売
事業 
(百万円)  

クレジッ
トカード
事業 
(百万円)

営業貸付
事業 
(百万円)

ベンチャ
ーキャピ
タル事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高                

(1）外部顧客に対する売上
高 

128,372 3,140 1,011 8 649 133,181 － 133,181 

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － － － － 

計 128,372 3,140 1,011 8 649 133,181 － 133,181 

営業費用 121,133 3,396 327 194 260 125,312 2,291 127,603 

営業利益又は営業損失（△） 7,238 △256 683 △185 388 7,869 △2,291 5,577 
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当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

 （注）１ 事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２ 各事業の主な品目は、次のとおりであります。 

リース・割賦販売事業…………情報関連機器、事務用機器、産業工作機械、商業設備、生産設備、病院設備

等のリース・割賦販売業務等（リース取引の満了、中途解約に伴う物件販売

等を含む） 

クレジットカード事業…………ショッピング（総合あっせん）、ローン、キャッシング業務 

営業貸付事業……………………営業貸付業務 

ベンチャーキャピタル事業……ベンチャーキャピタル業務 

その他の事業……………………債券投資、日本型オペレーティングリース組成業務、損害保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用2,296百万円の主なものは親会社の本社管

理部門に係る費用であります。 

  

  

  

 

リース・
割賦販売
事業 
(百万円)  

クレジッ
トカード
事業 
(百万円)

営業貸付
事業 
(百万円)

ベンチャ
ーキャピ
タル事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高                

(1）外部顧客に対する売上
高 

128,624 3,376 2,200 250 721 135,174 － 135,174 

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － 0 0 △0 － 

計 128,624 3,376 2,200 250 722 135,174 △0 135,174 

営業費用 125,265 3,961 2,424 435 499 132,586 2,296 134,882 

営業利益又は営業損失（△） 3,358 △584 △224 △184 223 2,588 △2,296 291 
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２ 各事業の主な品目は、次のとおりであります。 

リース・割賦販売事業…………情報関連機器、事務用機器、産業工作機械、商業設備、生産設備、病院設備

等のリース・割賦販売業務等（リース取引の満了、中途解約に伴う物件販売

等を含む） 

クレジットカード事業…………ショッピング（総合あっせん）、ローン、キャッシング業務 

営業貸付事業……………………営業貸付業務 

ベンチャーキャピタル事業……ベンチャーキャピタル業務 

その他の事業……………………債券投資、レバレッジドリース組成業務、損害保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用4,569百万円の主なものは、親会社の本社

管理部門に係る費用であります。 

４ 会計処理の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」６.に記載のとおり、当連結会計年度から「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用してお

ります。この変更により、従来の方法に比べ、「消去又は全社」の営業費用が18百万円増加し、営業利益が

同額減少しております。 

５ 追加情報 

少額減価償却資産に係る減価償却方法の変更 

従来、賃貸資産のうち、取得価額が10万円未満の少額減価償却資産に係る減価償却の方法については、取得

時に全額費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より、リース期間を償却年数とする定額法に変

更しております。この変更により、従来の方法に比べ、リース・割賦販売事業の営業費用が3,899百万円減

少し、営業利益が同額増加しております。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日）及び 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

ｃ．海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日）及び 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

リース・
割賦販売
事業 
(百万円)  

クレジッ
トカード
事業 
(百万円) 

営業貸付
事業 
(百万円) 

ベンチャ
ーキャピ
タル事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 
(百万円)  

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                

(1）外部顧客に対する売上

高 
259,813 6,358 2,679 36 1,275 270,163 － 270,163 

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － 18 18 △18 － 

計 259,813 6,358 2,679 36 1,293 270,181 △18 270,163 

営業費用 248,429 7,293 1,633 387 657 258,402 4,551 262,953 

営業利益又は営業損失（△） 11,383 △934 1,045 △351 636 11,779 △4,569 7,209 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額     1,843,692円00銭  1,849,374円07銭    1,861,392円83銭 

１株当たり中間（当期）純利益        95,383円97銭     893円73銭     118,244円45銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 3,414 31 4,233 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

3,414 31 4,233 

期中平均株式数（株） 35,800 35,800 35,800 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．     ────── １．     ────── １．当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て平成19年４月17日に厚生労働大臣に

対して、過去分返上の認可申請をして

おります。 
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５．中間個別財務諸表 
(1) 中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
対前中間
期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   82,025     44,457      43,126    

２ 割賦債権   112,612     117,798      114,858    

３ 営業貸付金 ※８ 284,000     290,457      347,278    

４ その他の営業
貸付債権 

※８ 17,007     25,507      26,124    

５ 賃貸料等未収
入金   29,004     30,763      29,517    

６ カード未収入
金   17,065     20,103      18,921    

７ 営業投資有価
証券 

※３ 2,072     3,093      2,790    

８ その他 ※８ 12,424     17,673      15,476    

９ 貸倒引当金   △5,355     △7,219      △6,736    

流動資産合計     550,856 53.8   542,635 52.0 △8,221   591,359 54.4 

Ⅱ 固定資産                     

(1）有形固定資産                     

(ア）賃貸資産 ※２                   

１ リース資
産 

  385,049     392,152      393,672    

２ リース資
産前渡金   40     3,136      977    

３ その他の
賃貸資産   2,323     3,041      2,900    

賃貸資産合
計   387,413   398,329    397,550  

(イ）社用資産 ※２ 311   297    322    

                      

有形固定資産
合計   387,724   398,626    397,873  

(2）無形固定資産                     

(ア）賃貸資産                     

１ リース資
産   64,959     69,148      70,758    

賃貸資産合
計   64,959   69,148    70,758  

(イ）その他の無
形固定資産   3,865   2,772    3,986  

無形固定資産
合計   68,824   71,920    74,745  
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前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
対前中間
期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の
資産                     

１ 投資有価証
券 

  8,182     21,161      12,134    

２ 固定化営業
債権 

※
5,8 

3,909     6,780      4,383    

３ その他   7,769     10,058      11,198    

４ 貸倒引当金   △3,899     △6,704      △4,314    

投資その他の
資産合計   15,961   31,296    23,400 

固定資産合計     472,511 46.2   501,843 48.0 29,332   496,019 45.6 

資産合計     1,023,368 100.0   1,044,479 100.0 21,110   1,087,379 100.0 

                      

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形 ※９ 2,629     2,065      2,856    

２ 買掛金   19,523     20,804      23,424    

３ 一年以内償還
予定の社債   15,000     39,999      25,000    

４ 短期借入金   67,500     56,385      55,416    

５ 一年以内返済
予定の長期借
入金 

  48,991     30,119      41,137    

６ コマーシャ
ル・ペーパー   110,979     139,914      170,910    

７ 債権流動化支
払債務 

※７ 18,400     20,400      26,400    

８ 未払金   17,027     25,505      30,321    

９ 未払法人税等   1,210     1,802      727    

10 預り金   255,209     259,944      231,677    

11 割賦未実現利
益   9,117     9,387      9,204    

12 その他   10,206     11,404      10,075    

流動負債合計     575,796 56.3   617,733 59.1 41,937   627,150 57.6 

Ⅱ 固定負債                     

１ 社債   172,980     182,973      187,975    

２ 長期借入金   154,832     174,367      152,128    

３ 退職給付引当
金   3,753     3,298      3,804    

４ 役員退任慰労
引当金   35     41      41    

５ 長期預り金 ※３ 51,016     －      50,000    

６ その他 ※３ 129     1,583      1,094    

固定負債合計     382,747 37.4   362,263 34.7 △20,484   395,044 36.3 

負債合計     958,543 93.7   979,997 93.8 21,453   1,022,195 94.0 
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前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
対前中間
期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                       

 １ 資本金     6,773 0.7   6,773 0.6 －   6,773 0.6 

 ２ 資本剰余金                     

(1) 資本準備金   5,953     5,953      5,953    

資本剰余金合計     5,953 0.6   5,953 0.6 －   5,953 0.6 

 ３ 利益剰余金                     

(1) 利益準備金   236     236      236    

(2) その他利益
剰余金                       

 別途積立
金      46,841     50,697      46,841    

 繰越利益
剰余金    4,359     439      4,930    

利益剰余金合計     51,436 5.0   51,372 5.0 △63   52,007 4.8 

株主資本合計     64,163 6.3   64,099 6.2 △63   64,734 6.0 

Ⅱ 評価・換算差額
等                           

１ その他有価証
券評価差額金     660 0.0   383 0.0 △277   446 0.0 

２ 繰延ヘッジ損
益     1 0.0   △0 △0.0 △1   3 0.0 

評価・換算差額
等合計    661 0.0 382 0.0 △278   449 0.0 

純資産合計     64,824 6.3   64,481 6.2 △342   65,183 6.0 

負債純資産合計     1,023,368 100.0   1,044,479 100.0 21,110   1,087,379 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

対前中間
期比 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

増減
(百万円) 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     132,874 100.0   133,834 100.0 959   269,257 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   117,267 88.3   119,165 89.0 1,897   238,833 88.7 

売上総利益     15,607 11.7   14,669 11.0 △937   30,423 11.3 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１   10,030 7.5   14,533 10.9 4,502   23,142 8.6 

営業利益     5,576 4.2   135 0.1 △5,440   7,281 2.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２   178 0.1   274 0.2 96   599 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※３   293 0.2   537 0.4 243   1,290 0.5 

経常利益又は
経常損失
（△） 

    5,460 4.1   △127 △0.1 △5,587   6,590 2.4 

Ⅵ 特別利益 ※４   663 0.5   1,088 0.8 425   686 0.2 

Ⅶ 特別損失 
※
5,6   33 0.0   748 0.6 715   33 0.0 

税引前中間
（当期）純利
益 

    6,090 4.6   212 0.1 △5,877   7,243 2.6 

法人税、住民
税及び事業税   1,275     1,740       1,865    

過年度法人税
等   －     －       631    

法人税等調整
額   993 2,268 1.7 △1,429 310 0.2 △1,957 353 2,850 1.0 

中間（当期）
純利益又は中
間純損失
（△） 

    3,822 2.9   △97 △0.1 △3,919   4,393 1.6 
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(3）中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）               

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高（百万

円） 
6,773 5,953 5,953 236 42,682 5,255 48,173 60,900 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て（注）         4,159 △4,159 - - 

 剰余金の配当（注）           △537 △537 △537 

役員賞与（注）           △22 △22 △22 

中間純利益           3,822 3,822 3,822 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計

（百万円） 
- - - - 4,159 △896 3,262 3,262 

平成18年９月30日 残高（百万

円） 
6,773 5,953 5,953 236 46,841 4,359 51,436 64,163 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額

金 
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万

円） 
723 - 723 61,623 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立て（注）       - 

剰余金の配当（注）       △537 

 役員賞与（注）       △22 

中間純利益       3,822 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△63 1 △61 △61 

中間会計期間中の変動額合計

（百万円） 
△63 1 △61 3,200 

平成18年９月30日 残高（百万

円） 
660 1 661 64,824 
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当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）               

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高（百万

円） 
6,773 5,953 5,953 236 46,841 4,930 52,007 64,734 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て         3,856 △3,856 - - 

 剰余金の配当           △537 △537 △537 

中間純損失           △97 △97 △97 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計

（百万円） 
- - - - 3,856 △4,490 △634 △634 

平成19年９月30日 残高（百万

円） 
6,773 5,953 5,953 236 50,697 439 51,372 64,099 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額

金 
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万

円） 
446 3 449 65,183 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立て       - 

剰余金の配当       △537 

中間純損失       △97 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△63 △3 △67 △67 

中間会計期間中の変動額合計

（百万円） 
△63 △3 △67 △702 

平成19年９月30日 残高（百万

円） 
383 △0 382 64,481 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）              

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高（百万

円） 
6,773 5,953 5,953 236 42,682 5,255 48,173 60,900 

事業年度中の変動額                

別途積立金の積立て（注）         4,159 △4,159 - - 

 剰余金の配当（注）           △537 △537 △537 

役員賞与（注）           △22 △22 △22 

当期純利益           4,393 4,393 4,393 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
- - - - 4,159 △325 3,833 3,833 

平成19年３月31日 残高（百万

円） 
6,773 5,953 5,953 236 46,841 4,930 52,007 64,734 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額

金 
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万

円） 
723 - 723 61,623 

事業年度中の変動額        

別途積立金の積立て（注）       - 

剰余金の配当（注）       △537 

 役員賞与（注）       △22 

当期純利益       4,393 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△276 3 △273 △273 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△276 3 △273 3,560 

平成19年３月31日 残高（百万

円） 
446 3 449 65,183 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

  ② 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ③ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却方法 (1）有形固定資産 

① 賃貸資産 

ア．リース資産 

リース期間を償却年数と

する定額法 

なお、顧客の事故等のた

めに将来のリース債権の

回収困難が見込まれる契

約については、回収不能

に伴うリース資産処分損

失に備えるため、減価償

却費を追加計上してお

り、当中間会計期間にお

ける当該減価償却費の計

上額は282百万円、その累

計額は3,632百万円であり

ます。 

(1）有形固定資産 

① 賃貸資産 

ア．リース資産 

リース期間を償却年数と

する定額法 

なお、顧客の事故等のた

めに将来のリース債権の

回収困難が見込まれる契

約については、回収不能

に伴うリース資産処分損

失に備えるため、減価償

却費を追加計上してお

り、当中間会計期間にお

ける当該減価償却費の計

上額は1,098百万円、その

累計額は4,614百万円であ

ります。 

(1）有形固定資産 

① 賃貸資産 

ア．リース資産 

リース期間を償却年数と

する定額法 

なお、顧客の事故等のた

めに将来のリース債権の

回収困難が見込まれる契

約については、回収不能

に伴うリース資産処分損

失に備えるため、減価償

却費を追加計上してお

り、当事業年度における

当該減価償却費の計上額

は164百万円、その累計額

は3,515百万円でありま

す。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （追加情報） 

従来、賃貸資産のうち、

取得価額が10万円未満の

少額減価償却資産に係る

減価償却の方法について

は、取得時に全額費用と

して処理しておりました

が、当中間会計期間よ

り、リース期間を償却年

数とする定額法に変更し

ております。 

この変更は、主に電子計

算機等の低価格化により

少額減価償却資産が年々

増加している状況に伴

い、少額減価償却資産を

対象としたリース契約の

金額的重要性が増したこ

とを契機に、収益がリー

ス料総額をリース期間で

均等按分して計上するこ

とに対応し、費用配分額

についてもリース期間で

均等按分することによ

り、期間損益の適正化を

図るために行ったもので

あります。 

この変更により、従来の

方法に比べ、売上原価は

1,364百万円減少し、売上

総利益、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利

益はともに1,364百万円そ

れぞれ増加しておりま

す。 

  （追加情報） 

従来、賃貸資産のうち、

取得価額が10万円未満の

少額減価償却資産に係る

減価償却の方法について

は、取得時に全額費用と

して処理しておりました

が、当事業年度より、リ

ース期間を償却年数とす

る定額法に変更しており

ます。 

この変更は、主に電子計

算機等の低価格化により

少額減価償却資産が年々

増加している状況に伴

い、少額減価償却資産を

対象としたリース契約の

金額的重要性が増したこ

とを契機に、収益がリー

ス料総額をリース期間で

均等按分して計上するこ

とに対応し、費用配分額

についてもリース期間で

均等按分することによ

り、期間損益の適正化を

図るために行ったもので

あります。 

この変更により、従来の

方法に比べ、売上原価は

3,899百万円減少し、売上

総利益、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利

益はともに3,899百万円そ

れぞれ増加しておりま

す。 

  イ．その他の賃貸資産 

定率法 

イ．その他の賃貸資産 

同左 

イ．その他の賃貸資産 

同左 

  ② 社用資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

  

② 社用資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

  

② 社用資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     15年～47年 

構築物       45年 

器具及び備品 ４年～20年 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     15年～47年 

器具及び備品 ４年～20年 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

当中間会計期間から法人税

法の改正に伴い、その他の

賃貸資産及び社用資産につ

いて、帳簿価額が取得価額

の５％に到達した会計年度

の翌会計年度から取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

この変更による損益に与え

る影響額は軽微でありま

す。 

 

  (2）無形固定資産 

① 賃貸資産 

リース期間を償却年数とす

る定額法 

なお、顧客の事故等のため

に将来のリース債権の回収

困難が見込まれる契約につ

いては、回収不能に伴うリ

ース資産処分損失に備える

ため、減価償却費を追加計

上しており、当中間会計期

間における当該減価償却費

の計上額は22百万円、その

累計額は291百万円でありま

す。 

(2）無形固定資産 

① 賃貸資産 

リース期間を償却年数とす

る定額法 

なお、顧客の事故等のため

に将来のリース債権の回収

困難が見込まれる契約につ

いては、回収不能に伴うリ

ース資産処分損失に備える

ため、減価償却費を追加計

上しており、当中間会計期

間における当該減価償却費

の計上額は89百万円、その

累計額は454百万円でありま

す。 

(2）無形固定資産 

① 賃貸資産 

リース期間を償却年数とす

る定額法 

なお、顧客の事故等のため

に将来のリース債権の回収

困難が見込まれる契約につ

いては、回収不能に伴うリ

ース資産処分損失に備える

ため、減価償却費を追加計

上しており、当事業年度に

おける当該減価償却費の計

上額は96百万円、その累計

額は365百万円であります。 

  ② その他の無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。 

② その他の無形固定資産 

同左 

② その他の無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

一般債権については、貸倒実

績率により計上しているほ

か、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については、財務内

容評価法により計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異について

は、発生年度の翌期において

全額費用計上する方法によっ

ております。 

また、過去勤務債務について

は、発生年度において全額費

用処理する方法によっており

ます。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異について

は、発生年度の翌期において

全額費用計上する方法によっ

ております。 

また、過去勤務債務について

は、発生年度において全額費

用処理する方法によっており

ます。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、発生年度の翌期において

全額費用計上する方法によっ

ております。 

また、過去勤務債務について

は、発生年度において全額費

用処理する方法によっており

ます。 

  （追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成15

年９月１日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可

を受けております。 

当中間会計期間末日現在にお

いて測定された返還相当額

（最低責任準備金）は709百万

円であり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支払が

当中間会計期間末日に行われ

たと仮定して、「退職給付会

計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）

第44－２項を適用した場合に

生じる利益の見込額は650百万

円であります。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成15

年９月１日の厚生労働大臣に

よる将来分支給義務免除の認

可に続き、このたび平成19年

７月１日に同じく厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受

けております。 

この認可を受けたことによ

り、当中間会計期間におい

て、「退職給付会計に関する

実務指針(中間報告)」(日本

公認会計士協会会計制度委員

会報告第13号)第44－２項に

基づいた算定を行い、厚生年

金基金代行返上益として、

900百万円の特別利益を計上

しております。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成15

年９月１日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可

を受けております。 

当事業年度末日現在において

測定された返還相当額（最低

責任準備金）は737百万円であ

り、当該返還相当額（最低責

任準備金）の支払が当事業年

度末日に行われたと仮定し

て、「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度委

員会報告第13号）第44－２項

を適用した場合に生じる利益

の見込額は700百万円でありま

す。 

  (3）役員退任慰労引当金 

役員の退職給与の支払に備え

るため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上して

おります。 

(3）役員退任慰労引当金 

同左 

(3）役員退任慰労引当金 

役員の退職給与の支払に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

なお、「リース業における金

融商品会計基準適用に関する

当面の会計上及び監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第19号 

平成12年11月14日）に定める

負債の包括ヘッジについて

は、同報告に基づく処理によ

っております。 

為替予約等については、振当

処理の要件を満たしているも

のは、振当処理を行っており

ます。 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている

ものは、特例処理を行ってお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

金利スワップ取引、通貨ス

ワップ取引、為替予約取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

同左 

  ② ヘッジ対象 

借入金等の資金調達全般及

び有価証券等による資金運

用等に係る公正価値変動及

びキャッシュ・フロー変動

リスク 

外貨建取引による為替変動

リスク 

② ヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ対象 

同左  

  (3）ヘッジ方針 

為替及び金利等相場変動に伴

うリスクの軽減を目的に社内

規程に基づき通貨及び金利に

係るデリバティブ取引を行っ

ております。 

また、ヘッジ会計が適用され

ないものとして、お客様のニ

ーズに対応する目的及びクレ

ジットデリバティブを組み込

んだ複合金融商品を利用した

資金運用目的でデリバティブ

取引を行っております。 

なお、取引にあたっては、事

前に社内で十分協議を行って

おり、投機目的の取引は行っ

ておりません。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フローの変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計とを比較し、両者の変動

額等を基礎にして判定してお

ります。 

なお、負債の包括ヘッジにつ

いては、金利スワップ取引等

のデリバティブ取引により、

へッジ対象から発生するキャ

ッシュ・フロー変動リスクが

総体として削減されており、

加えて、ヘッジ手段であるデ

リバティブ取引の想定元本が

ヘッジ対象であるリース契約

等に対応する負債の範囲内に

収まっていることを検証する

ことでヘッジの有効性を評価

しております。 

金利スワップの特例処理の要

件を満たしているヘッジ取引

及び為替予約等の振当処理の

要件を満たしているヘッジ取

引については、有効性の判定

を省略しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

ただし、資産に係る控除対象

外消費税等は発生年度の費用

としております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）営業目的の金融収益を得るた

めに所有する債券（営業有価

証券）の会計処理 

当該債券は、「投資有価証

券」に1,804百万円を含めて計

上しております。 

  

(3）   ────── 

(2）営業目的の金融収益を得るた

めに所有する債券（営業有価

証券）の会計処理 

当該債券は、「投資有価証

券」に6,790百万円を含めて計

上しております。 

  

(3）投資事業組合への出資金に係

る会計処理 

当社の子会社が運営管理する

投資事業組合への出資金の会

計処理は、投資事業組合の事

業年度の財務諸表及び事業年

度の中間会計期間に係る中間

財務諸表に基づいて投資事業

組合の資産・負債及び収益・

費用を当社の出資持分割合に

応じて計上しております。  

(2）営業目的の金融収益を得るた

めに所有する債券（営業有価

証券）の会計処理 

当該債券は、「投資有価証

券」に6,933百万円、流動資産

の「その他」に2,998百万円を

含めて計上しております。 

(3）   ────── 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は64,823百万円でありま

す。 

中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間財務諸表

は、改正後の中間財務諸表等規則によ

り作成しております。  

１．     ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は65,180百万円でありま

す。 

財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における財務諸表は、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

２．繰延資産の会計処理に関する当面の取

扱い 

 当中間会計期間から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号）を適用しておりま

す。 

  これによる損益に与える影響はありま

せん 

 なお、前中間会計期間において繰延資

産に含めておりました社債発行差金10

百万円は、当中間会計期間から社債か

ら控除して表示しております。  

３．金融商品に関する会計基準等 

 当中間会計期間から改正後の「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日 

企業会計基準第10号）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会

計士協会 最終改正平成18年４月27日 

会計制度委員会報告第14号）を適用し

ております。  

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

４．役員賞与に関する会計基準 

 当中間会計期間から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

２．     ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３．     ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４．     ────── 

  

  

  

  

  

  

２．繰延資産の会計処理に関する当面の取 

扱い 

  当事業年度から「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年８月11日 実務対

応報告第19号）を適用しております。 

  

 これによる損益に与える影響はありま 

せん。 

 なお、前事業年度において繰延資産に

含めておりました社債発行差金17百万

円は、当事業年度から社債から控除し

て表示しております。 

３．金融商品に関する会計基準等 

 当事業年度から改正後の「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企業

会計基準第10号）及び「金融商品会計

に関する実務指針」（日本公認会計士

協会 最終改正平成18年10月20日 会

計制度委員会報告第14号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。  

４．役員賞与に関する会計基準 

 当事業年度から「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年11月29日 企業会計基準第４号）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ18百万円

減少しております。  
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表示方法の変更 

前中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

            ────── 中間貸借対照表 

 (1)前中間会計期間末において区分掲記しておりました「長期預 

     り金」(当中間会計期間末残高1,469百万円）は、当中間会計 

     期間末において、負債及び純資産額の合計額の100分の5以下 

     となったため、固定負債の「その他」に含めて表示しており 

     ます。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

１．リース・割賦販売契約等に基づく預り

手形 

１．リース・割賦販売契約等に基づく預り

手形 

１．リース・割賦販売契約等に基づく預り

手形 

リース契約に基づく預り

手形 
 840百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
 5,753百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
－百万円

リース契約に基づく預り

手形 
735百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
6,067百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
18百万円

リース契約に基づく預り

手形 
966百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
6,043百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
30百万円

    中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間会計期間末日満期手

形が上記の預り手形残高に含まれてお

ります。 

リース契約に基づく預り

手形 
    24百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
   148百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
－百万円

    中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間会計期間末日満期手

形が上記の預り手形残高に含まれてお

ります。 

リース契約に基づく預り

手形 
31百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
163百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
-百万円

   期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当期の末日は金融機

関の休業日であったため、次の期末日

満期手形が上記の預り手形残高に含ま

れております。 

  

リース契約に基づく預り

手形 
33百万円

割賦販売契約に基づく預

り手形 
163百万円

その他の契約に基づく預

り手形 
30百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 

(1）賃貸資産の減価償却累計額 (1）賃貸資産の減価償却累計額 (1) 賃貸資産の減価償却累計額 

              309,048百万円 330,163百万円 313,511百万円 

(2）社用資産の減価償却累計額 (2）社用資産の減価償却累計額 (2) 社用資産の減価償却累計額 

        604百万円            673百万円 645百万円 

※３．担保に供している資産及び対応する債

務 

※３．担保に供している資産及び対応する債

務 

※３．担保に供している資産及び対応する債

務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

未経過リース期間に係

るリース契約債権

（注） 

   519百万円

営業投資有価証券   1百万円

未経過リース期間に係

るリース契約債権

（注） 

481百万円

営業投資有価証券 1百万円

未経過リース期間に係

るリース契約債権 

（注） 

498百万円

営業投資有価証券 1百万円

（注）債権譲渡予約の債権135百万円が

含まれております。 

（注）債権譲渡予約の債権60百万円が

含まれております。 

（注）債権譲渡予約の債権31百万円が

含まれております。 

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 (2) 担保提供資産に対応する債務 

長期預り金   482百万円

固定負債・その他    2百万円

固定負債・その他 

（長期預り金等） 
474百万円

固定負債・その他 

（長期預り金等） 
459百万円

４．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務 

(1) 関係会社の債務等に対するもの (1) 関係会社の債務等に対するもの (1) 関係会社の債務等に対するもの 

① 借入金等に対する保証 ① 借入金等に対する保証 ① 借入金等に対する保証 

NTTL CAYMAN，LTD.  1,992百万円

NTT Leasing(U.S.A.),

Inc. 
   424百万円

Esperance Line S.A. 1,380百万円

計  3,797百万円

NTTL CAYMAN，LTD. 1,731百万円

NTT Leasing(U.S.A.),

Inc. 
7,429百万円

Esperance Line S.A. 1,380百万円

計 10,540百万円

NTTL CAYMAN，LTD. 1,770百万円

NTT Leasing(U.S.A.),

Inc. 
3,842百万円

Esperance Line S.A. 1,380百万円

計 6,993百万円

② 借入金等に対する保証予約 ② 借入金等に対する保証予約 ② 借入金等に対する保証予約 

環宇郵電国際租賃有限

公司 
 9,716百万円

計  9,716百万円

環宇郵電国際租賃有限

公司 
88百万円

計 88百万円

環宇郵電国際租賃有限

公司 
3,457百万円

計 3,457百万円

③ 借入金等に対する経営指導念書 ③ 借入金等に対する経営指導念書 ③ 借入金等に対する経営指導念書 

NTT Leasing(U.S.A.),

Inc. 
 1,118百万円

計  1,118百万円

NTT Leasing(U.S.A.),

Inc. 
676百万円

計 676百万円

NTT Leasing(U.S.A.),

Inc. 
914百万円

計   914百万円
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前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

  ④その他の保証債務 

エヌアンドビー有限責

任事業組合 
2,734百万円

NTTスマートトレード

株式会社 
1,009百万円

計 3,743百万円

 

(2) その他 

①債券償還等に対する保証 

みずほインターナショ

ナル 
6,000百万円

株式会社みずほコーポ

レート銀行 
 1,000百万円

計 7,000百万円

(2) その他 

①債券償還等に対する保証 

みずほインターナショ

ナル 
6,000百万円

株式会社みずほコーポ

レート銀行 
1,000百万円

計 7,000百万円

(2) その他 

①債券償還等に対する保証 

みずほインターナショ

ナル 
6,000百万円

株式会社みずほコーポ

レート銀行 
1,000百万円

計 7,000百万円

②規定損害金債務に対する保証 

積水化学工業株式会社  518百万円

森永乳業株式会社  71百万円

計  589百万円

②規定損害金債務に対する保証 

積水化学工業株式会社 476百万円

森永乳業株式会社 64百万円

計 541百万円

②規定損害金債務に対する保証 

積水化学工業株式会社 497百万円

森永乳業株式会社 68百万円

計 565百万円

  ③その他の保証債務 

株式会社エヌ・ティ・

ティピー・シーコミュ

ニケーションズ 

885百万円

NTT America,inc. 173百万円

計 1,058百万円

 

※５. 固定化営業債権 

固定化営業債権は、財務諸表等規則第

32条第１項第10号の債権であります。 

※５. 固定化営業債権 

同左 

※５．固定化営業債権 

同左 

６．当座貸越契約に準ずる契約 

顧客から融資実行申し出を受けた場合

に、一定の限度額まで資金を貸付ける

ことを約するカードローン及びキャッ

シング契約等を行っております。 

当該契約における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

６．当座貸越契約に準ずる契約 

顧客から融資実行申し出を受けた場合

に、一定の限度額まで資金を貸付ける

ことを約するカードローン及びキャッ

シング契約等を行っております。 

当該契約における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

６．当座貸越契約に準ずる契約 

顧客から融資実行申し出を受けた場合

に、一定の限度額まで資金を貸付ける

ことを約するカードローン及びキャッ

シング契約等を行っております。 

当該契約における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸

出コミットメントの総

額 

 632,102百万円

貸出実行残高   32,550百万円

差引額（貸出未実行残

高） 
 599,552百万円

当座貸越極度額及び貸

出コミットメントの総

額 

759,562百万円

貸出実行残高 24,349百万円

差引額（貸出未実行残

高） 
735,213百万円

当座貸越極度額及び貸

出コミットメントの総

額 

775,360百万円

貸出実行残高 51,201百万円

差引額（貸出未実行残

高） 
724,158百万円

なお、これらの契約の大半は、融資実

行の申し出がなされない実態にあり、

また、これらの契約には、相当の事由

がある場合、実行申込を受け付けた融

資の拒絶又は融資限度額の減額をする

ことができる旨の条項が付されている

ため、必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 

なお、これらの契約の大半は、融資実

行の申し出がなされない実態にあり、

また、これらの契約には、相当の事由

がある場合、実行申込を受け付けた融

資の拒絶又は融資限度額の減額をする

ことができる旨の条項が付されている

ため、必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 

なお、これらの契約の大半は、融資実

行の申し出がなされない実態にあり、

また、これらの契約には、相当の事由

がある場合、実行申込を受け付けた融

資の拒絶又は融資限度額の減額をする

ことができる旨の条項が付されている

ため、必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 
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前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※７．債権流動化支払債務 

一年以内支払予定の債権流動化支払債

務及び債権流動化支払債務は、リース

料債権を流動化したことに伴い発生し

た債務であります。 

※７．債権流動化支払債務 

同左 

※７．債権流動化支払債務 

同左 

※８．「営業貸付金」及び「その他の営業貸

付債権」に係る不良債権の状況 

「特定金融会社等の会計の整理に関す

る内閣府令」（平成11年５月19日 総

理府・大蔵省第32号）第９条の分類に

基づく、不良債権の状況は以下のとお

りであります。 

なお、投資その他の資産の「固定化営

業債権」に計上している営業貸付金及

びその他の営業貸付債権を含んでおり

ます。 

※８．「営業貸付金」及び「その他の営業貸

付債権」等に係る不良債権の状況 

「特定金融会社等の会計の整理に関す

る内閣府令」（平成11年５月19日 総

理府・大蔵省第32号）第９条の分類に

基づく、不良債権の状況は以下のとお

りであります。 

なお、投資その他の資産の「固定化営

業債権」に計上している営業貸付金及

びその他の営業貸付債権を含んでおり

ます。 

※８．「営業貸付金」及び「その他の営業貸

付債権」等に係る不良債権の状況 

「特定金融会社等の会計の整理に関す

る内閣府令」（平成11年５月19日 総

理府・大蔵省第32号）第９条の分類に

基づく、不良債権の状況は以下のとお

りであります。 

なお、投資その他の資産の「固定化営

業債権」に計上している営業貸付金及

びその他の営業貸付債権を含んでおり

ます。 

破綻先債権とは、元本又は利息の支

払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息

の取り立て又は弁済の見込がないも

のとして未収利息を計上しなかった

貸付金（以下「未収利息不計上貸付

金」という。）のうち、法人税法施

行令第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由が生じているもの

であります。 

(1）破綻先債権      288百万円

破綻先債権とは、元本又は利息の支

払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息

の取り立て又は弁済の見込がないも

のとして未収利息を計上しなかった

貸付金（以下「未収利息不計上貸付

金」という。）のうち、法人税法施

行令第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由が生じているもの

であります。 

(1）破綻先債権 929百万円

破綻先債権とは、元本又は利息の支

払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息

の取り立て又は弁済の見込がないも

のとして未収利息を計上しなかった

貸付金（以下「未収利息不計上貸付

金」という。）のうち、法人税法施

行令第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由が生じているもの

であります。 

(1) 破綻先債権 360百万円

延滞債権とは、未収利息不計上貸付

金のうち、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予したもの以

外のものであります。 

(2）延滞債権      968百万円

延滞債権とは、未収利息不計上貸付

金のうち、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予したもの以

外のものであります。 

(2）延滞債権 1,398百万円

延滞債権とは、未収利息不計上貸付

金のうち、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予したもの以

外のものであります。 

(2) 延滞債権 1,122百万円

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は

利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上延滞している貸付金のう

ち、破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。 

(3）３ヶ月以上延滞債権 －百万円

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は

利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上延滞している貸付金のう

ち、破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。 

(3）３ヶ月以上延滞債権 －百万円

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は

利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上延滞している貸付金のう

ち、破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。 

(3) ３ヶ月以上延滞債権 －百万円

貸出条件緩和債権とは、債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行

った貸付金のうち、破綻先債権、延

滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

(4）貸出条件緩和債権      521百万円

貸出条件緩和債権とは、債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行

った貸付金のうち、破綻先債権、延

滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

(4）貸出条件緩和債権 2,599百万円

貸出条件緩和債権とは、債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行

った貸付金のうち、破綻先債権、延

滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

(4) 貸出条件緩和債権 2,596百万円

※９.中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間会計期間末日満期手

形が中間会計期間末残高に含まれてお

ります。 

 ９.     ────── 

  

※９.期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当期末日は金融機関

の休業日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

支払手形  325百万円
 

支払手形 404百万円
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

有形固定資産   62,450百万円

無形固定資産   12,180百万円

有形固定資産 65,363百万円

無形固定資産 13,657百万円

有形固定資産 125,735百万円

無形固定資産 25,215百万円

※２．営業外収益のうち主なもの ※２．営業外収益のうち主なもの ※２．営業外収益のうち主なもの 

受取利息    45百万円

受取配当金     56百万円

受取利息 61百万円

受取配当金 63百万円

匿名組合投資収益 28百万円

カード事業関連収益 48百万円

受取利息 97百万円

受取配当金 95百万円

投資有価証券売却益 263百万円

※３．営業外費用のうち主なもの ※３．営業外費用のうち主なもの ※３．営業外費用のうち主なもの 

支払利息     134百万円

社債利息     64百万円

社債発行費     49百万円

支払利息 180百万円

社債利息 81百万円

社債発行費 53百万円

匿名組合投資損失 65百万円

支払利息 268百万円

社債利息 125百万円

社債発行費 122百万円

貸倒引当金繰入額 325百万円

※４．特別利益のうち主なもの ※４．特別利益のうち主なもの ※４．特別利益のうち主なもの 

受取配当金     540百万円

貸倒引当金戻入益     122百万円

厚生年金基金     

代行返上益 

900百万円

貸倒引当金戻入益 187百万円

受取配当金 540百万円

貸倒引当金戻入益 145百万円

※５．特別損失のうち主なもの ※５．特別損失のうち主なもの ※５．特別損失のうち主なもの 

関係会社株式売却損      33百万円 社用資産減損損失 748百万円 関係会社株式売却損 33百万円 

 ６．   ───────── ※６．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

 （百万円）

当社は、事業用資産を管理会計上の事

業区分によりグルーピングしておりま

す。 

クレジットカード事業については、当

初の事業計画との乖離が大きくなった

ことにより、将来キャッシュ・フロー

が当該事業用資産の見積期間内におい

てマイナスと見込まれ、その使用価値

を回収することは困難と認められるこ

とから、当該資産グループの帳簿価額

全額及び未経過リース料の全額（748百

万円）を減損損失として特別損失に計

上しております。 

  

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県

川崎市  

事業用資産 

(クレジット

カード事

業）  

建物 1

器具備品 45

ソフトウェ

ア 
692

その他の無

形固定資産 
2

リース資産 6

 ６．   ───────── 
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（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

  

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額     1,810,745円60銭    1,801,168円80銭   1,820,779円85銭 

１株当たり中間（当期）純利益又は

１株当たり中間純損失（△） 
      106,761円79銭       △2,735円32銭     122,711円98銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益又は潜在株式調整後１株
当たり中間純損失 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
3,822 △97 4,393 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

  

－ 

  

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は普通株式に係る中間純損失（△）
（百万円） 

3,822 △97 4,393 

期中平均株式数（株） 35,800 35,800 35,800 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．     ────── １．     ────── １．当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て平成19年４月17日に厚生労働大臣に

対して、過去分返上の認可申請をして

おります。 
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６．その他 
  

営業資産残高 

（注） リース・割賦販売事業における割賦販売は、割賦未実現利益控除後の残高によるものであります。 

事業の種類別セグメントの名称 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

期末残高 
（百万円） 

構成比（％） 
期末残高 
（百万円） 

構成比（％） 

リース・割賦

販売事業 

情報・事務用機器 331,986 38.2 329,643 35.8 

産業・土木・建設機械 14,568 1.7 15,420 1.7 

その他 111,153 12.8 130,090 14.1 

リース計 457,707 52.7 475,154 51.6 

割賦販売 105,073 12.1 112,499 12.2 

リース・割賦販売計 562,780 64.8 587,654 63.8 

クレジットカード事業 14,136 1.6 14,885 1.6 

営業貸付事業 283,941 32.7 304,161 33.0 

ベンチャーキャピタル事業 3,738 0.4 5,847 0.6 

その他の事業 4,374 0.5 9,084 1.0 

合計 868,971 100.0 921,633 100.0 
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